
「連携中枢都市圏」の形成 
 
○重複する都市圏域概念を新たな都市圏に統一 
○地域連携による経済・生活圏の形成を推進し、
「一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維
持するための拠点」づくりを行う 

施策概要・目的  
○地方の自主性に基づくものであることを尊重しつつ、全ての対象都市圏が形成されるよう努める 
○地方版総合戦略を踏まえ、「連携中枢都市圏」の圏域数の目標を設定 
○地方公共団体自らは、国の総合戦略を参考に、都市圏の特性を踏まえ、地域経済、高次都市機能及び生活関
連機能に関する成果目標を設定 

 

2020年KPI 

施策イメージ 

緊急的取組 27年度 28年度以降 

○関係省庁の支援策（案）の明示 ○中心都市等への交付税措置 
○地域経済分析システムや人口メッシュ推計など地
域に関する情報の提供  

○補助事業採択における配慮 
○活力ある経済・生活圏の形成に向けた支援の検討 

○中心都市等への交付税措置 
○地域経済分析システムや人口メッシュ推計
など地域に関する情報の提供 

○補助事業採択における配慮 
○活力ある経済・生活圏の形成に向けた支援 

名称  地方中枢拠点都市圏  高次地方都市連合  都市雇用圏 連携中枢都市圏 

担当省 総務省 国土交通省 経済産業省 総務省・国土交通省・経済産業省 

目 的 

地方圏において、相当の規模と中核性
を備える圏域の中心都市が近隣の市
町村と連携して、集約とネットワーク化
の考え方に基づき、「経済成長のけん
引」、「高次の都市機能の集積」及び「生
活関連機能サービスの向上」を積極的
に果たすことにより、いわば「地方が踏
みとどまるための拠点」を形成する 

複数の地方都市等が、コンパク
ト化とネットワークの活用により、
一定規模の人口を確保し、相互
に各種高次都市機能を分担・連
携 
 

都市化や都市問題につ
いて研究するため、研究
者及び政策担当者が幅
広く利用できる新しい都
市圏設定基準を提案 

地域において、相当の規模と中核性を備える圏域に
おいて市町村が連携し、コンパクト化とネットワーク化
により「経済成長のけん引」、「高次都市機能の集積・
強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行うこと
により、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏
域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠
点を形成する 

市町村の 
連携手法 連携協約の締結 

自治体同士の連携協約を条件
とするか等の具体的な制度設計
は今後の検討事項 

－ 
「連携協約」を活用するとともに、その他個別の法律
や施策に基づき必要となる手続も活用 

実 績 ９圏域で先行的モデル構築事業を実施中 なし － ９圏域で先行的モデル構築事業を実施中 

対象の条件
等 

61都市（圏） 
（①政令指定都市、新中核市、 
  ②昼夜間人口比率おおむね1以上 
  を満たす都市を中心とする圏域） 
 

60～70箇所程度（想定） 
（2010年時点で中心市人口10万
人以上かつ交通1時間圏域人口
30万人以上の都市圏が61箇所
あるとの試算結果を踏まえ想
定） 
（三大都市圏の11都府県を除く）  

 
(1)中心都市をDID人口等 

によって設定 
(2)郊外都市を中心都市 

への通勤率によって
設定 

         等 

来年度、地方公共団体の意向を踏まえた調査・検討
を行った上で確定させる 
なお、現行「地方中枢拠点都市（圏）」の要件に該当す
る都市（圏）は対象とする 

工程表（主要） 
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